
 

平成２５年度税制改正（地方税）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No  ６ 府 省 庁 名   農 林 水 産 省            

対象税目 個人住民税  法人住民税  住民税(利子割)  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 

特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づく事業用施設に係る資産割の特例措置の延長 

 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 

特定農産加工業経営改善臨時措置法は、農産加工品等の輸入に係る事情の著しい変化に対処して、地域で

生産される農産物を加工し、地域経済に大きく貢献している特定農産加工業者の経営の改善を促進するため、

金融・税制上の支援措置を講ずるものである。 

安価な輸入競合品が増加し、その経営に大きな影響を受けている特定業種の農産加工業者が、新技術の導

入、新製品の開発等により経営の改善を図ろうとする場合に、低利融資及び国税・地方税上の支援を行うこ

とは、極めて有効な政策手段となっている。 

このため、特定農産加工業経営改善臨時措置法の規定に基づき、特定農産加工業者が経営改善措置に係る

事業の用に供する事業所等について、資産割の特例措置の１年３月の延長を要望する。 

 

・特例措置の内容 

 事業所税の課税標準の特例……承認計画に従って農産加工品の生産施設を有する事業所に係る資産割の課

税標準に１／４を乗じた額を控除する。 

 

 

 

関係条文 

 

地法附第 33条第５項 

 

 

減収 

見込額 
（初年度）  －（ ▲４３ ）  （平年度）  －（ ▲４３ ）       （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 

特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づいた支援を行うことで、関税引き下げ等により経営環境が悪化

した特定農産加工業者の経営改善を促進し、農業者及び農産加工業者の健全な発展を図る事を目的とする。 

 

（２）施策の必要性 

 

特定農産加工業経営改善臨時措置法は、ＵＲ農業合意等に伴う市場アクセスの改善に伴う輸入の増加によ

り、影響を受けている特定農産加工業の経営改善を引き続き促進し、国産農産物の需要者たる食品産業の健

全な発展を図っていこうとするものであり、このことは、食料･農業･農村基本法第 17条に明文化された基本

的施策である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

なし 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

市場アクセスの改善による輸入増加で影響を受ける特定農産加工業の経営改善を促進する
ため、特定農産加工業経営改善臨時措置法が制定されており、平成 21年には、４回目の法律
期限の延長がなされたところ。 
《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森林

の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向上と

国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

食料の安定供給の確保 

《政策分野》 

食品産業の持続的な発展 

政策の 

達成目標 

 

特定農産加工業の経営改善を促進し、農産加工業及び地域農業の健全な発展を図る。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

平成 26年６月 30日まで（１年３月） 

同上の期間中

の達成目標 

 

 特定農産加工業の経営改善を促進し、農産加工業及び地域農業の健全な発展を図る。 

政策目標の 

達成状況 

本特例措置により、都市部の特定農産加工業者の経営改善に一定の効果を上げてきたもの

の、過去 13カ国に及ぶ FTA/EPA協定の締結による国境措置の撤廃等により、特定農産加工業

者は継続して大きな影響を受けており、農産加工業及び地域農業の健全な発展を図るとする

目標は未だ達成していない。 

有 

効 

性 

要望の措置の 

適用見込み 

平成 25年度：適用予定事業者数  ２４業者 

適用予定件数    ２４件 

        減税見込額        ４３百万円 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本特例措置は、事業所税の軽減を通じて、都市部の特定農産加工業者の経営改善への取り

組みを促進するものである。地域の基幹産業である特定農産加工業の経営が改善されること

で、当該事業者の売上増加や地域の雇用促進に資するとともに、生産量増加に伴う原料受入

量の増加により、地域の農家所得の向上に寄与する等、地域経済の維持･発展への貢献が見込

まれる。 

相 

当 

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

国税：特別償却（措法第 11条の３、第 44条の４、第 68条の 25） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

なし 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

 なし 

要望の措置の 

妥当性 

事業所税の減免は、累次の国境水準の引き下げにより、経営に大きな影響を受けている都

市部の特定農産加工業者が、その経営を改善するための取り組みを促進することを可能とす

ることから、本特例措置による支援が妥当である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

件数 ２３件 ２４件 ２７件 ２４件 ２２件 

金額 ４６百万円 ５５百万円 ５６百万円 ２９百万円 １９百万円 
 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 
 本特例措置により、特定農産加工業者の経営改善に一定の効果を上げてきたものの、過去 13
カ国に及ぶ FTA/EPA 協定の締結による国境措置の撤廃等により、同事業者は大きな影響を受け
続けており、農産加工業及び地域農業の健全な発展を図るとする目標は未だ達成していない。 
 本特例措置が廃止された場合、都市部の特定農産加工業者の経営改善への取り組みが誘導で
きなくなるため、輸入自由化の影響を受けている都市部の特定農産加工業者の経営状況が益々
悪化し、地域農業や地域経済に大きな影響を及ぼす。 
 本特例措置により、地域の基幹産業である特定農産加工業の経営が改善されることで、当該
事業者の経営が安定し、地域の雇用促進に資するとともに、生産量の増加に伴う原料受入量の
増加により地域の農家所得の向上に寄与する等、地域経済の維持・発展への貢献が見込まれる。 
 

前回要望時の 

達成目標 

 

特定農産加工業の経営改善を促進し、農産加工業及び地域農業の健全な発展を図る。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

累次の国境措置の変更により、競合する低価格の輸入品が増加し、特定農産加工業者は継続

して大きな影響を受けているためである。 

 

これまでの要望経緯 

平成元年度創設。以降６年度、８年度、１０年度、１１年度、１３年度、１５年度、１６年

度、１８年度、２０年度、２１年度及び２３年度に延長｡ 

（課税標準の軽減措置が１６年度改正で１／２から１／３に縮減、１８年度改正で１／３から

１／４に縮減、２１年度改正で従業者割を廃止。）    
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